











































































































これを受けて，前述の人事院規則・勤務評定制度が 1951年 4月 1日より施行され，さらに翌 1952

















  一　 職員の勤務実績を分析的に評価して記録し，又は具体的に記述し，これに基いて総合
的に評価するものであること。
  二　 2以上の者による評価を含む等特定の者の専断を防ぐ手続を具備するものである
こと。

























 3 所轄庁の長は，前 2項に定める評語を決定する場合においては，Aの評語を決定される
職員の数及び Aの評語を決定される職員の数と Bの評語を決定される職員の数との和が，













。一般職の給与に関する法律（昭和 25年 4月 3日法律第 95号）
を見ると，第 1条第 3項には，「国家公務員法の職階制の施行にかかわらず」「第 6条の規定による職
務の分類」は「効力をもつものとする」とあり，その第 6条には，1．行政職俸給表（別表第 1），2．
専門行政職俸給表（別表第 2），3．税務職俸給表（別表第 3），4．公安職俸給表（別表第 4），5．海
事職俸給表（別表第 5），6．教育職俸給表（別表第 6），7．研究職俸給表（別表第 7），8．医療職俸















































本答申―」（同年 7月 30日）に至って，職階制の廃止の線が打ち出された。そして 2007（平成 19）























Eの 5段階に分けまして，Aを 1割，Bを 2割，こういうふうにして，あとはきめていないのですが，
愛媛県の場合には，A，B，C，D，Eというふうに 5段階に分けまして，それぞれ Aが 1割，Bが 2割，






















































































































































































































のであろうか。文部省地方課調（昭和 33年 9月 25日現在）」によれば，「今日北海道，神奈川，長野，











通の職員である」など 5段階評価であったが，そのまま 5段階を採用したのは 20県（内 2県が記述









除した県が 7，（ハ）誠実を削除した県が 15，（ニ）責任感を削除した県が 2，（ホ）公正を削除した
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